
甘楽町水道事業基本計画

（水道事業ビジョン・経営戦略）

【２０２５改訂 概要版】

群馬県甘楽町



１．計画改定の趣旨
将来にわたり安全で良質な水道水を安定的に供給するとともに、安定した経営基盤を持続して

いくため、「安全」「強靱」「持続」を柱とした「甘楽町水道事業基本計画（水道事業ビジョ
ン・経営戦略）」を策定、運用してきました。

経営戦略策定から5年を経過することなどから、各種計画の見直しや現経営戦略における目標
値と実績の比較・検証等を目的として、甘楽町水道事業基本計画（水道事業ビジョン・経営戦
略）（以下「本計画」という。）に改定します。

２．計画の位置づけ
本計画は、国土交通省が示した「新水道ビジョン」の内容を反映させつつ、町の上位計画であ

る「甘楽町総合計画」をはじめ、「甘楽町デジタル田園都市総合戦略」との整合性を図りながら、
本町の水道事業の課題解決のための取り組みやまちづくりの目標などを達成するためのマスター
プランと位置づけ、総務省が策定を求めている「経営戦略」の内容を総合的に包含するものとし
て策定しました。

３．計画の期間
本町においては計画期間を2026（令和8）年度から2035（令和17）年度までの10年間とし、

実効性のある計画を策定し、一層の経営基盤の強化等を図ります。

改定にあたって

１．水道事業の概要

水道事業事業の概要（2024（令和6）年度末）

甘楽町上水道事業の事業概要

甘楽町国峰簡易水道の事業概要

甘楽町那須簡易水道の事業概要

甘楽町秋畑簡易水道の事業概要

水道事業の現状
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13,400人計画給水人口昭和49年4月1日（50年）供用開始年度（供用開始後年数）

表流水水源11,709人現在給水人口

６箇所配水池設置数2箇所浄水場設置数

6,700㎥/日配水能力

250人計画給水人口昭和29年4月1日（70年）供用開始年度（供用開始後年数）

表流水水源147人現在給水人口

1箇所配水池設置数1箇所浄水場設置数

100㎥/日配水能力

1,214人計画給水人口昭和54年10月1日（45年）供用開始年度（供用開始後年数）

表流水水源316人現在給水人口

3箇所配水池設置数1箇所浄水場設置数

300㎥/日配水能力

528人計画給水人口昭和54年4月1日（45年）供用開始年度（供用開始後年数）

表流水水源115人現在給水人口

2箇所配水池設置数1箇所浄水場設置数

117㎥/日配水能力
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施設位置図

白倉高区配水池（上野）

国峰水源（大平沢）

来波浄水場（沈殿池）

轟浄水場（沈殿池）

秋畑水源（沼川）
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水 源

上水道 主要施設

取水量(㎥/日)種 別名 称

0地下水第1水源（予備）

1,814表流水第2水源（南牧川より）

1,259表流水第3水源（堂の入川）

320表流水第4水源（天引川）

1,382表流水第5水源（大久保沢）

300表流水第6水源（雄川）

950表流水第7水源（芳の元沢）

1,037表流水第8水源（鏑川より）

7,062計

施設能力(㎥/日)浄水方法名 称

4,200沈澱ろ過白倉浄水場

2,500沈澱ろ過轟浄水場

6,700計

浄水施設

配水施設

有効容量(㎥)構造形式名 称

1,153RC造り白倉・第1配水池

724RC造り轟・第1配水池

134RC造り轟・第2配水池

213 RC造り轟・第3配水池

1,000 SUS製白倉高区配水池

50 RC造り佐久間配水池
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水 源

簡易水道 主要施設

浄水施設

配水施設

取水量(㎥/日)種 別名 称

170表流水国峰水源

89.87表流水那須水源

300表流水秋畑水源

559.87計

施設能力(㎥/日)浄水方法名 称

273沈澱ろ過秋畑浄水場

81.7沈澱ろ過那須浄水場

100沈澱ろ過国峰浄水場

454.7計

有効容量(㎥)構造形式名 称

162.0RC造り秋畑低区配水池

55.2RC造り秋畑中区配水池

48.6RC造り秋畑高区配水池

67.5 RC造り那須低区配水池

55.2 RC造り那須高区配水池

96.7 RC造り国峰配水池



２．給水人口・配水量の現状
全国的に人口減少が進む中、本町の給水人口は、2015（平成27）年度の13,285人から

2024（令和6）年度の12,287人へと減少しています。

３．経営の状況
（1）給水収益の推移

水道事業の給水収益は、ここ数年は約200,000千円で推移しています。

（2）経常損益の推移
水道事業の経常収益は、2015（平成27）年度以降は経常利益（黒字）で推移しています。
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（3）料金回収率の推移
料金回収率とは、水道水1㎥を供給するのに必要なコストを水道料金で賄えているか示す指標

です。この数値が100％未満である場合には、給水に係る費用を料金収入以外の収入で賄われ
ていることを意味します。本町では2024（R6）年度は107.30％となっており、給水に係る
費用を水道料金収入で賄えていることになります。

（4）現預金の推移
事業活動に必要な運営資金は、新型コロナウィルスの影響等で2020（令和2）年度前後は減

少傾向にあるものの、近年は回復傾向にあります。

１．給水人口の将来推計
給水人口は年々減少を続け、10年後の2035（令和17）年度末に11,141人、30年後の

2055（令和37）年度末に8,605人にまで減少する見込みです。

水道事業をとりまく将来推計
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2．料金収入の推計
2025（令和7）年度の給水収益は、214,423千円と見込まれます。将来の給水人口予測を基

に有収水量を計算した場合、現行の水道料金を維持すると、10年後の2035（令和17）年度で
は206,403千円となり、2025（令和7）年度に比べると約3.7％の減少となります。その後も
有収水量の推移と連動して減少傾向となり、30年後の2055（令和37）年度には182,310千円
となり2025年（令和7）年度に比べると約15.0％の減少となります。

3．水道施設の老朽化
将来において水道施設の更新を全くしないと仮定した場合、現有資産の20年後の健全度は、

水道施設では79.9％が経年・老朽化資産となり、管路では76.5％が経年・老朽化管路となりま
す。そのため、計画的な更新を行う必要があります。

（1）構造物及び設備の健全度の推移

（2）管路の健全度の推移
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４．更新需要の見通し
水道施設及び管路を法定耐用年数で更新した場合の需要額を試算すると、今後50年間で約

418億円、単年度平均で約8.4億円が必要となり、現在の経営状況から大きな負担になると考え
られます。このような状況の中、更新事業を着実に進めるためには、アセットマネジメント手法
を用いた中長期的な更新需要と財政収支見通しを検討し、財源の裏付けのある計画的な投資を
行っていく必要があります。

水道事業を取り巻く環境は大きく変化しており、施設整備の時代から維持管理の時代を迎えて
います。今後も、安全で安心な水道水を安定的に供給することが水道事業者の使命ととらえ、経
営の効率化・健全化の取り組みを実践していきます。そこで、「安全」「強靭」「持続」の３つ
の柱を踏まえて、基本理念及び実現方策を次のように設定しました。

１．実現方策

基本理念と推進する実現方策

-8-

安全・安心で良質な甘楽の水道基本理念

・水質管理体制の充実
・施設、管路の更新や耐震化の実施及びそれに伴う投資額の増大
・頻発する災害などへの対応
・水需要の減少に伴う給水収益の減少

主な課題

安
全

～
安
全
な
水
の
供
給
～

事業・取り組み施 策

(1)水源の点検・整備1-1 水源の維持

(1)水安全計画の策定及び適正な運用
1-2 水質管理の徹底

(2)水質検査及び水質監視の強化

(1)濁水・臭気対策
1-3 良質な水道水の維持

(2)指定給水装置工事事業者の技術力向上

これからもお客様に安全な水の供給を行うため、水源から蛇口までの水質管理を徹底
し、安全で良質な水道水を安定的に送り続けられるよう、水質検査体制の充実に努めま
す。
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（億円）
今後50年間

更新需要約418億円

今後20年間
更新需要約197億円

偏る更新需要
更新需要の平準化を含めた計画的な更新が必要
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事業・取り組み施 策

(1)浄・配水施設の老朽化対策
2-1 水道施設の計画的更新

(2)管路施設の老朽化対策

(1)浄・配水施設の耐震化

2-2 水道施設の耐震化 (2)管路の耐震化と更新

(3)重要施設向け配水管の耐震化

(1)災害時の非常用電力の確保

2-3 災害対策の強化

(2)災害時の飲料水の確保

(3)豪雨対策

(4)応急給水体制の充実

(5)事業継続計画の策定

(6)危機管理訓練の実施

水道施設の適切な維持管理を行うとともに、事業費の平準化を図りながら、老朽化した
施設の計画的な更新を進め、安全で良質な水道水の安定供給を確保します。

さらに、大規模地震をはじめとした自然災害や事故などの非常時に備え、機能を維持で
きるよう水道施設の耐震化を進めるとともに、危機管理体制の充実を図ることによって、
強靭で安定した水道事業の構築を目指します。

強
靭

～
強
靭
で
安
定
し
た
水
道
事
業
の
構
築
～

事業・取り組み施 策

(1)有収率の向上

3-1 経営基盤の強化

(2)アセットマネジメントによる効率的な経営

(3)適正な料金水準の検討

(4)水道施設台帳の運用

(5)広域化の検討

(6)民間の資金・ノウハウの活用

(7)自動検針システムの研究

(1)水道事業の理解に向けた啓発と広報広聴業務の拡
充

3-2 水道利用者（お客様）への
サービス向上

(1)職員の確保と資質の向上
3-3 組織体制の強化

(2)人材の育成と技術の継承

(1)電力使用量の削減3-4 環境への配慮

(1)甘楽の銘水を活かしたミネラルウォーターの製
造・販売

3-5 水資源の有効活用

給水人口の減少や節水型機器の普及などにより水道水の需要が減少する一方で、管路や
浄・配水施設といった水道施設は経年化とともに更新が必要となり、更新費用が増加する
ことが予想されています。このような状況の中、将来にわたって健全な水道事業を継続運
営していくためには、経営の効率化や適正な料金水準の設定などを実施していくことが必
要不可欠です。そのためにアセットマネジメント手法による長期的な資産管理の実践と財
政収支見通しのもと、効率的かつ効果的な水道事業経営を実践します。

また、健全な水道事業の維持という観点から、人材育成などによる職員の技術水準の向
上と自然環境に配慮した事業の推進によって、より良い水道を次の世代まで継承していき
ます。

持
続

～
持
続
可
能
な
水
道
事
業
の
経
営
～



「経営戦略」とは、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本
計画です。

その中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画と、
財源の見通しを明らかにした計画を構成要素とし、投資以外の経費も含めて収入と支出が均衡す
るよう調整した収支計画となります。

１．投資試算
推進する実現方策の中で検討した投資の効率化と健全化の取り組みを踏まえ、今後10年間の投

資額を試算し、平準化を図っていく計画としています。
主な事業は浄・配水施設の設備機器の更新、老朽管の計画的更新・耐震化、基幹管路の更新・

耐震化であり、事業の重点は拡張事業から改良事業へ移行します。
今後10年間の計画期間内で、投資額として約33億円が必要になると見込んでいます。

２．現行の水道料金を維持した場合の投資・財政見込み
現行の水道料金を維持することを前提とした投資・財政見込みは、計画期間内で収益的収支に

おいて赤字となり、現金預金残高もマイナスとなります。この結果、安定した経営について困難
な状態となることが分かりました。

（１）収益的総収益、収益的総費用、当年度純利益の推移
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経営戦略

備 考投資額項 目

施設の新設・更新・改良・耐震化を行います。

2025（令和7）年度から2029（令和11）年度にかけ

て、新規水源の開発及び浄水場の整備を計画しています。

また、2032（令和14）年度から2035（令和17）年

度にかけて轟浄水場の大規模改修を計画しています。

22億円

構造物及び設備

管路の更新・耐震化を行います。

また、有収率向上のため、老朽管（石綿管・塩ビ管）の

更新を計画的に行います。

11億円

更新(管路)

33億円投資額 計
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（２）資本的収入、資本的支出、収支不足額の推移

（３）企業債残高の推移
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（４）現預金残高の推移

３．料金改定による財政シミュレーション（収支ギャップの解消）
収支ギャップを解消するため、経営戦略では、2027（令和9）年度に30％、2031（令和

13）年度に18％の料金改定（財源見直し）を行った場合の経営シミュレーションを実施しまし
た。

この改定により、2027（令和9）年度以降の収益で費用が賄えない純損失（赤字）の解消が
可能となり、現金預金残高もプラスで推移します。

財源見直し案（水道料金改定）について
本経営戦略における料金改定（財源見直し）は、現状及び今後の投資・財政推計に基づ

いて試算上で計画されたものです。この試算（経営戦略）をもって直ちに料金改定が決定
するものではありません。

しかしながら、老朽化した施設や管路の更新にあたっては、多額の費用がかかる見込み
であることから、現状の給水収益だけでは事業経営が成り立っていかないことが想定され
ます。

このため、今後の給水人口や世帯数、配水量、不明水量の推移などに注視し、将来の経
営状況を見据えたうえで、料金改定を行う場合は、実際の経営状況等を総合的に判断しな
がら、料金の改定率やその時期については、慎重な審議を経て方針を決定する必要があり
ます。

その際には、使用者である町民の皆様のご理解をいただくための説明責任を果たし、周
知徹底を図ってまいります。

推計では、移住定住の促進や企業誘致を進めなければ、給水人口や有収水量は減少傾向
となり、それに伴って給水収益も減少することが見込まれています。まずはコスト削減を
図り、経営を安定させることに努めるとともに、計画的な施設・設備の更新を行いながら、
今後も企業進出（誘致）などによる受け入れができる態勢を整えることによって、給水収
益の減少幅を少なく抑えていく取り組みを推進してまいります。
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（１）料金収入の財源見直し前後の比較推移

（２）当年度純損益の財源見直し前後の比較推移

（３）企業債残高の財源見直し前後の推移（改定前後で同じ起債額で試算）
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１．計画の進行管理と事業実施効果の把握
「水道事業ビジョン」の各施策の推進及び「経営戦略」を実践する過程で、様々な環境の変化に

対応できるよう、定期的な進捗管理を実施し、計画の見直しを図ります。
計画の推進や見直しは、計画策定（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善検討

（Action）を繰り返す、PDCAサイクルにより行います。
実現方策の実施効果は、業務指数（PI）などから設定した目標値に基づいて分析し、実施事業に

おける施設の状況や業務効率、サービス水準、経営状況などの変化・改善の状況について評価しま
す。

２．計画の見直し
今後行う事業は、前期（2026（令和8）年度〜2030（令和12）年度）と後期（2031（令和

13）年度〜2035（令和17）年度）の計画期間終了時点における目標の達成状況などを評価し、
計画の事業推進に伴う問題点、事業の有効性などを明確化した上で、必要に応じ改訂を行うなど計
画の見直しを図っていきます。

進捗管理

（４）現預金残高の財源見直し前後の推移
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